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１．募集の趣旨 
 

七飯町就労継続支援施設ぽぽろ館（以下「ぽぽろ館」という。）について、民間事業者のノウハ 

ウを活用し、地域ニーズに対応した持続可能かつ効果的な運営を図るため、令和９年４月１日よ 

り民営化（譲渡又は貸付け）を実施するに当たり、事業を継続して運営する事業者を公募します。 

なお、土地・建物については、譲渡又は貸付けのいずれかの方法により引き継ぐものとします。 

 

２．ぽぽろ館の概要 
 

（１）物件の概要 
 

 

① 施設所在地 亀田郡七飯町鳴川５丁目３４８番地３ 

② 開設年月日 平成１５年１０月１日 

③ 面積 １５，０００．３１㎡ 

④ 地目 宅地 

⑤ 構造・延床面積 鉄骨造平屋建  ５８７．５０㎡ 

⑥ 施設内容 

〇 本館 

（１）作業室１          １２２．５０㎡ 

（２）作業室２           ６６．５０㎡ 

（３）食堂・集会室・娯楽室     ９４．５０㎡ 

（４）保冷室            ２３．３９㎡ 

（５）男子ロッカー室         ９．６０㎡ 

（６）女子ロッカー室         ９．６０㎡ 

（７）静養室            １４．８５㎡ 

（８）事務室            ４５．５９㎡ 

（９）休憩室             ８．８７㎡ 

（10）その他           １９２．１０㎡ 

〇 別棟 

（１）原材料保管庫         ６９．５６㎡ 

（２）原材料保管庫併設多目的便所   ７．９０㎡ 

⑦ 主な付帯設備 

・電気設備（照明、自動火災報知器ほか）  ・エアコン 

・プロパンガス ・給油ボイラー ・FF ストーブ 

・し尿浄化槽（本館１６人槽 1 基・原材料保管庫５人槽１基） 

・食品乾燥機 

⑧ 都市計画等による 

制限 

市街化調整区域のため、通所系施設である社会福祉法第２条に規

定する社会福祉事業の用に供する事業に限られ、それ以外の事業は

原則として実施することができません。 

⑨ その他 

別棟の原材料保管庫及び原材料保管庫併設多目的便所について

は、現在、七飯町身体障害者福祉協会が事務所兼作業所として使用

しており、町から無償貸付しています。 
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（２）施設位置図 
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（３）ぽぽろ館敷地図
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（４）平面図・写真 
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〇 原材料保管庫（七飯町身体障害者福祉協会使用箇所） 
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外観             別棟と畑           駐車場 
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作業室２               倉庫１        勝手口         機械室 
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（５）提供サービス及び令和７年度における運営状況 
 

① 提供サービス ・ 障害者総合支援法第５条第１５項に規定する就労継続支援 B 型 

② 定員 ・ ２０名 

③ 職員体制 

  （令和７年度末現在） 

・ 館長兼職業指導員  １名 ・ サービス管理責任者   １名 

・ 職業指導員     １名 ・ 職業指導員兼生活支援員 ３名 

・ 事務員       １名  

④ サービス 

実施状況 

（令和７年度末現在） 

（ア）開所日 月曜日から金曜日まで（祝日・年末年始を除く。） 

（イ）サービス提供時間 午前９時３０分から午後３時３０分まで 

（ウ）主な作業内容 

１ 乾燥りんご事業 

   秋から冬にかけて、町内の果樹園から規格外りんご等を購入し、 

加工・包装・販売を行っている。 

２ 切干大根事業 

   事業所敷地内の畑において大根を栽培し、加工・販売を行って 

  いる。春作及び秋作の年２回栽培している。 

３ 乾燥製品事業 

   北斗市産の椎茸を仕入れ、乾燥りんご及び切干大根作業の閑散 

  期に、加工・包装・販売を行っている。 

４ 木工製品事業 

   木製スプーンへのウッドバーニング加工を行い、自主製品とし 

  て販売している。 

５ その他軽作業 

   町内養鶏場から受注した卵の割卵作業を実施している。 

なお、町内福祉施設の清掃業務については令和７年度末をもっ 

  て終了した。 

（エ）主な販売先 

   各種催事販売・七飯町役場・七飯町道の駅・大沼国際交流プラ 

   ザ・新函館北斗駅隣接アンテナショップ・七飯町学校給食セン 

ター・七飯町ふるさと納税返礼品・七飯町物産振興会 ほか 

（オ）工賃平均月額  ２５，９７０円 

 ※ 北海道保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課が公表している令 

和６年度平均工賃月額によります。 

⑤ 利用者の状況 

  （令和７年度末現在） 

 知的 精神 
合 計 

男性 女性 男性 女性 

２０歳代 ２名 ０名 ０名 ０名 ２名 

３０歳代 ２名 ０名 ０名 ０名 ２名 

４０歳代 ２名 ０名 ３名 １名 ６名 

５０歳代 ０名 ０名 １名 ２名 ３名 

６０歳代 ０名 ０名 ２名 ０名 ２名 

合 計 ６名 ０名 ６名 ３名 １５名 
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※ 上記の事業内容、利用状況及び生産活動に係る収入及び支出の状況は令和７年度実績であり、 

譲渡後の事業運営を拘束するものではありません。ただし、就労継続支援Ｂ型事業の継続実施 

を前提とします。

⑥ 利用状況 
・ 平均利用者数 ：１３．３人  ・ 開所日数：２４３日 

・ 年度末契約者数：１５人 

⑦ 生産活動による 

主な収入 

※ 千円未満切捨て 

・ 乾燥りんご  ２，１００千円  

・ 切干大根   １，１６０千円 

・ 乾燥製品     ６３８千円  

・ 木工製品     １４３千円 

・ その他軽作業 １，５８９千円  

⑧ 生産活動に係る 

主な経費 

※ 千円未満切捨て 

・ 利用者工賃  ４，０４３千円  

・ 原材料費     ８６５千円 

・ 就労経費     ７２２千円  
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（６）施設の維持管理等に要する年間経費（参考） 
 

① 光熱水費 

電気：      １，０１３千円    

ＬＰガス：        ４８千円   

水道：        １９８千円   

灯油：            ９４１千円 

② 委託料 

浄化槽点検・清掃：  ３６０千円    

夜間警備：          １６４千円 

消防設備：            ４４千円   

除雪：             １２９千円 

ゴミ回収：            ５８千円 

③ 賃借料 

ＡＥＤ賃借料：     ３３千円 

システム賃借料：   ９９０千円 

〔システムの仕様等〕 

・ ND ソフトウェア（株）「ほのぼの」 

（利用者管理・支援記録・個別支援計画・自立訓練・就労支援） 

・ システム稼働用サーバ  ・ モノクロレーザープリンター 

・ ソフト、ハードウェア保守 

※ 上記システム賃借料は、データ移行費、初期設定費、操作説明費等 

を含む３年間契約（令和９年３月３１日契約終了）の契約額です。 

令和９年度以降、同システムを継続して利用する場合は、譲受事業 

者において契約内容及び費用を確認の上、必要な契約を締結してくだ 

さい。 

④ 土地・建物を 

譲渡した場合に 

譲受事業者が負 

担する主な経費

（参考） 

固定資産税・都市計画税（年額）  １，４８４，６６０円 

【内訳】 

・  建物：９２９，０００円   

・  土地：５５５，６６０円 

※ 上記金額は令和８年度課税相当額を基に算定した参考額であり、実際 

の税額は評価替え等により変動する場合があります。 

※ 令和９年４月１日に土地・建物を譲渡した場合、令和９年度の固定資 

産税及び都市計画税は課税されません。譲受事業者に対する課税は令和

１０年度からとなります。 

※ 本項は、土地・建物を譲渡する場合の参考として記載しています。貸 

付の場合の費用負担については、貸付条件によるものとします。 

※ 火災保険料、建物保険料その他の維持管理費についても、土地・建物

を譲渡する場合は、譲受事業者において契約内容等に応じて負担してい

ただきます。 
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３．民営化に当たっての基本的な考え方  
 

ぽぽろ館は、平成１５年の開設以来、障がいのある方の就労機会の確保及び社会参加の促進を 

目的として運営してきました。 

民営化後においても、利用者が安心してサービスを利用できる環境を確保するとともに、民間 

事業者の専門性や柔軟な運営手法を活用し、地域に必要とされる障害福祉サービスの継続及び発 

展を図ることを基本とします。 

 

４．民営化の開始時期   
 

令和９年４月１日 

 

５．土地・建物等の引継方法 
 

 

６．土地・建物の譲渡価格又は貸付料 
 

  譲渡価格又は貸付料は、下記の最低提案価格以上の金額を応募者が提案するものとします。 

    なお、最低提案譲渡価格は、不動産鑑定評価額と同額に設定しています。 
 

 

７．施設名称について 
 

譲渡後の施設名称については、譲渡先法人において決定するものとします。 

なお、「七飯町就労継続支援施設ぽぽろ館」の名称を継続して使用することを妨げるものではあ 

りません。 

 

① 土地・建物 有償譲渡又は有償貸付 

② 備品等 

引渡し時点において施設に配置されている備品及び消耗品は、現状有姿

により無償譲渡又は無償貸付します。なお、備品の内容は別紙「備品一

覧」のとおりです。 

③ その他 
貸付とする場合の期間は３年とし、更新する場合は新たな契約の締結を

要します。 

① 最低提案譲渡価格 

〇建物（本館） ５９，４８０千円（税込）    

〇建物（別棟） ２，２９０千円（税込） 

〇土地 ２８，２７６千円（非課税） 

合計 ：９０，０４６千円  

② 最低提案貸付料 

〇建物（本館） 無 償 

〇建物（別棟） － 

〇土地 ２６０千円（非課税） 

合計 ：２６０千円／月（非課税） 
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８．事業者に提案を求める事項 
 

 参加事業者には、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年 

法律第１２３号）第５条第１５項に規定する就労継続支援Ｂ型事業（以下「Ｂ型事業」という。） 

の継続を前提とした上で、地域における障がい福祉サービスの充実及び地域福祉の向上に資する 

新たな事業について、柔軟かつ創意工夫のある提案を求めるものとします。 

 提案に当たっては、Ｂ型事業を基本としつつ、他の障がい福祉サービスとの複合的な実施、地域 

住民との交流事業、農地等を活用した生産活動その他地域資源を活用した事業など、事業者の創 

意工夫による提案を可能とします。 

 なお、提案内容については、法令への適合性及び事業継続性を前提として、次の観点を重視して 

評価するものとします。 
 

①  現在の利用者に対する継続的な支援及び安定したサービス提供体制が確保されていること。 

②  建物及び附属する農地等の資産が有効に活用されていること。 

③  地域における障がい福祉サービスの充実及び地域福祉の向上に資する内容であること。 

④  利用者ニーズへの対応及び将来的な事業継続性が見込まれること。 

 

９．提案に当たっての留意事項 

ぽぽろ館は市街化調整区域に立地していること、また、浄化槽（１６人槽）を設置していること 

から、事業内容によっては関係法令上実施できない場合がありますので、関係機関等に確認の上、 

提案してください。 

 

１０．譲渡又は貸付における条件 
 

①  Ｂ型事業を継続して実施するとともに、現に利用している者のうち、譲渡後又は貸付後におい 

ても利用を希望する者については、継続利用が可能となるよう配慮すること。 

②  現在ぽぽろ館に従事している職員のうち、譲渡後又は貸付後においても就労を希望する者につ 

いては、労働条件等を踏まえた上で、可能な限り継続雇用に配慮すること。 

③ 譲渡又は貸付を受けた施設については、障がい福祉サービスの提供を基本とし、地域福祉の向 

上に資する用途として活用すること。 

④ 原材料保管庫及び原材料保管庫併設多目的便所については、現在、七飯町身体障害者福祉協会 

が事務所兼作業所として使用していることを踏まえ、土地・建物を譲渡する場合は、同協会の事業 

が継続できるよう、譲渡先事業者は町及び同協会と使用条件及び貸付条件等について協議するこ 

と。 

※ 土地・建物を貸し付ける場合は、原材料保管庫及び原材料保管庫併設多目的便所については、現 

在と同様に町から七飯町身体障害者福祉協会へ無償貸付を継続する予定です。 
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１１．応募者の参加資格要件 
 

（１）応募資格 

   応募者は、次に掲げる要件を全て満たす法人とします。 

ア 七飯町内に本店、主たる事務所又は事業所を有し、申請日時点において現に町内で事業活 

動を行っている社会福祉法人、NPO 法人、株式会社その他法人格を有する法人であって、本 

事業を適切かつ安定的に遂行するために必要な信用力、資力、経営力及び企画力を有するこ 

と。 

イ 精神障がい者等の就労支援に関する理解及び活動実績を有すること。 

 

（２）応募者の制限 

  応募書類の受付最終日現在において、次のいずれかに該当する法人は応募できないものとし 

ます。 

また、受付最終日の翌日から契約締結又は譲渡契約の効力発生までの間に次の事項に該当し 

た場合は、失格又は譲渡先法人候補者としての決定を取り消すものとします。 

  ア 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

に基づく更生手続開始又は再生手続開始の申立てがなされている法人（手続開始決定後であ

って、再建計画の認可が決定されている場合を除く。） 

  イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準用する場合 

を含む。）の規定により、本町における競争入札参加資格に係る指名停止その他これに準ずる 

措置を受けている法人 

  ウ 法人税、消費税及び地方消費税、道税並びに市町村税等を滞納している法人（徴収猶予又は 

   納付猶予を受けている場合を除く。） 

  エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第 2 条第 2 号 

に規定する暴力団、同条第 6 号に規定する暴力団員又はこれらと社会的に非難されるべき関 

係を有する者が経営に関与している法人 

  オ 政治活動又は宗教活動を主たる目的とする法人 

  カ 申請日時点において、障害福祉サービス事業に関し、障害者総合支援法その他関係法令に 

基づく指定取消処分、指定の全部又は一部の効力停止処分その他これらに準ずる重大な行政 

処分を受けていない法人であること。また、申請日から起算して過去５年間において、これら

の処分を受けていない法人であること。 

キ 次の各号のいずれかに該当する者が役員（法人の理事、監事、取締役、監査役その他これら 

に準ずる者をいい、就任予定者を含む。）となっている法人 
 
（ア）破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者 

（イ）拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくな 

  るまでの者 

（ウ）地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

ク 応募書類に虚偽の記載をした法人 

ケ 法令遵守上重大な問題を抱えており、本事業を適正に遂行することが困難と認められる法 

 人 
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１２．募集等のスケジュール  
 

 項 目 予定時期 

① 公募開始（募集要項の配布） 
令和８年 ８月２５日（火）から 

令和８年 ９月 １日（火）まで 

② 質疑受付期限 令和８年 ９月 ４日（金） 

③ 質疑に対する回答 令和８年 ９月 ８日（火）まで 

④ 参加表明書兼誓約書提出期限 令和８年 ９月１５日（火） 

⑤ 応募書類提出期限 令和８年１０月 ５日（月） 

⑥ 審査（プレゼンテーション） 令和８年１０月下旬 

⑦  選定結果通知・評価の公表 令和８年１１月上旬 

⑧ 仮契約の締結 令和８年１１月中旬 

⑨ 本契約の締結 
令和８年１２月下旬 

（財産処分に関する議会の議決を経て） 

⑩ 事務・業務の引継ぎ準備期間 令和９年１月～３月（３か月間程度） 

⑪ 民間施設としての運営開始 令和９年４月１日 

 

１３．応募者からの質問の受付及び回答 
 
   応募者は、質問事項がある場合は以下のとおり、質問書（様式１）を提出するものとします。 
 

① 受付期限 令和８年 ９月 ４日（金）１７時１５分まで 

② 提出書類 質問書 

③ 提出方法 
質問書により、下記提出先へ原則として電子メールで提出してく

ださい。電話等による口頭での問合せには対応しません。 

④ 提出先 
七飯町役場福祉課地域福祉係 

（ E-mail： 331-chiiki-f@town.nanae.hokkaido.jp） 

⑤ 回答期限 令和８年９月８日（火）まで 

⑥ 回答方法 
質問書に記載されたメールアドレス宛に回答するとともに、町ホ

ームページに掲載します。 

mailto:331-chiiki-f@town.nanae.hokkaido.jp
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１４．応募手続 
 

（１）参加表明時の提出書類 
 

本プロポーザルへの参加を希望する場合は、公募型プロポーザル参加表明書兼誓約書（様式 

２）を提出するものとします。 

なお、公募型プロポーザル参加表明書兼誓約書の提出は、参加資格を有することを確定する 

ものではありません。参加資格の確認は、応募書類の提出後に行います。 

   

〇 提出期限等   
 

 

（２）応募書類 

公募型プロポーザル参加表明書兼制約書を提出した場合は、期日までに次の応募書類を提出 

してください。 

 ※ 土地・建物について、譲渡を希望する場合は「譲渡価格見積書（様式５）」を、貸付けを 

希望する場合は「貸付料見積書（様式６）」を提出してください。 
 

 提出書類 

① 法人の定款 

② 代表者及び役員の名簿 

③ 法人の登記事項証明書 

④ 
直近 3 事業年度分の決算書（貸借対照表、損益計算書又は活動計算書、財産目録その他

法人の財務状況が確認できる書類） 

⑤ 直近 3 事業年度分の法人税、消費税及び地方消費税、道税並びに市町村税の納税証明書 

⑥ 
直近 3 年度に実施された法人が運営する障害福祉サービス事業所に係る実地指導結果

通知書及び改善報告書の写し 

⑦ 事業計画書（様式３） 

⑧ 事業収支計画書（様式４） 

⑨ 譲渡価格見積書（様式５） 

⑩ 貸付料見積書（様式６） 

① 提出期限 令和 8 年９月１５日（火）１７時１５分まで 

② 提出先 
〒０４１－１１９２ 亀田郡七飯町本町６丁目１番１号 

七飯町役場福祉課地域福祉係 

③ 提出方法 持参又は郵送 
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〇 提出期限等   
 

 

（３）応募書類の編冊  
 

応募書類はＡ４判フラットファイル等に綴じ込み、提出書類一覧の番号に対応したインデッ 

クスを付して、正本１部及び副本６部を提出してください。副本は複写可とします。 

登記事項証明書及び納税証明書については、正本は原本を提出し、副本は写しを可とします。 

  

（４）応募に要する費用  
 

応募に要する費用（応募書類の作成、提出、プレゼンテーション等に要する費用を含む。）は、 

すべて応募者の負担とします。 

① 提出期限 令和 8 年１０月 ５日（月）１７時１５分まで 

② 提出先 
〒０４１－１１９２ 亀田郡七飯町本町６丁目１番１号 

七飯町役場福祉課地域福祉係 

③ 提出方法 持参又は郵送 

④ その他 
応募書類提出後に辞退する場合は、辞退届書（様式７）を提出して

ください。。 
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１５．譲渡先事業者の審査・選定  

 
譲渡先事業者（以下「事業者」という。）の審査・選定は、「七飯町就労継続支援施設ぽぽろ館 

譲渡先事業者選定委員会」（以下「選定委員会」という。）において行います。  
  

（１）選定委員会による審査・選定方法 
 
  ① 選定委員会において、提出書類、プレゼンテーション及びヒアリングの内容を総合的に 

審査し、事業者を選定します。 

  ② 応募事業者が４者以上となった場合は、提出書類による書類審査を実施し、プレゼンテー 

ション及びヒアリング審査（以下「ヒアリング審査」という。）の対象事業者を選定します。 

③ 書類審査を実施する場合は、提出書類の内容について評価基準表に基づき審査を行い、原 

則として総得点の高い上位３者をヒアリング審査の対象事業者とします。ただし、応募状況 

及び審査結果等を踏まえ、選定委員会が必要と認める場合は、ヒアリング審査の対象事業者 

を追加することができます。 

  ④ 審査においては、応募事業者によるプレゼンテーション及びヒアリングを実施し、提案書 

類の内容、プレゼンテーション及びヒアリングの結果を総合的に審査の上、障がい福祉サー 

ビスの継続性、安定性及び地域福祉への貢献等を総合的に勘案し、事業者を選定します。 

  ⑤ 書類審査を実施した場合においても、書類審査の得点は最終順位の決定には用いないもの 

とし、最終順位はヒアリング審査の結果により決定します。 

  ⑥ 審査項目及び配点は、（２）の評価基準表のとおりとし、委員１人当たりの持点は１００点 

満点とします。 

  ⑦ 合計点数が同点となった場合は、「４ 利活用方針・事業計画」、「５ 事業継続性」、「３ 事業 

遂行能力」の順に評価点の高い事業者を上位者とします。なお、これによっても順位が決定し 

ない場合は、選定委員会の協議により決定します。 

  ⑧ 事業者として選定するための最低基準点は、委員全員の合計配点の６割以上とします。 

  ⑨ ヒアリング審査対象事業者が１者のみの場合であっても審査を実施し、合計点数が最低基 

準点に満たない場合は、譲渡先事業者として選定しないものとします。 

  ⑩ 選定委員会は、審査の結果、適当と認める事業者がないと判断した場合は、事業者を選定し 

ないことがあります。 

  ⑪ 審査内容及び審査結果に関する問合せ並びに異議申立てには応じないものとします。 
 
  ⑫ 選定委員会委員の氏名については、審査の公正性を確保するため、選定結果の公表まで非 

公表とします。 

 ⑬ 応募事業者が次のいずれかに該当する場合は、失格とします。 
 

ア 提出書類に虚偽の記載があった場合 

イ 募集要項に定める事項に違反した場合 

ウ 選定に関して不正な行為があった場合 

エ 最低提案価格を下回る提案を行った場合 

オ その他、本募集要項の趣旨に反し、又は譲渡（貸付）先として適当でないと選定委員会が 

認めた場合  

   カ 指定した日時及び場所におけるプレゼンテーション及びヒアリングに出席しなかった場 

    合
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（２）評価基準表 
 

評価項目 評価の視点 

１ 地域連携・ 

  地域貢献性 

（１０点） 

① 町内における福祉活動、地域活動、関係機関等との連携実績を有している

か（地域団体、医療機関、学校、行政機関等との連携を含む。） 

② 地域住民との交流、地域貢献活動等を通じ、地域福祉の向上に資する取組

が期待できるか 

２ 法人の経営 

  安定性 

（１０点） 

① 財務状況が健全であり、安定的な法人運営が見込まれるか 

② 自己資本比率、収支状況等から継続的な事業運営能力を有しているか 

３ 事業遂行能力 

 （１５点） 

① 障がい福祉サービスに関する知識、経験及び実績を有しているか 

② 精神障がい者等への理解及び支援実績を有しているか 

③ 就労支援及び生産活動等に関する知識、経験及び実績 

４ 利活用方針・ 

事業計画 

 （４０点） 

① 施設の利活用方針が明確であり、地域ニーズに対応した内容となっている

か 

② 事業実施体制、人員配置及び組織体制が適切であるか 

③ 利用者支援、工賃向上、就労支援等に関する具体的な提案があるか 

④ 現在利用している利用者への配慮及び継続支援が適切に計画されているか 

⑤ 地域における障がい福祉サービスの充実に資する内容となっているか 

⑥ 現在従事している職員の継続雇用について配慮がなされているか 

⑦ 事業開始までのスケジュールが具体的かつ実現可能であるか 

⑧ 業務、事務の円滑な引継ぎについての方針が示されているか 

５ 事業継続性 

 （１５点） 

① 人材確保及び職員定着に関する考え方が適切であるか（職員採用、継続雇 

用、人材育成、離職防止等を含む。） 

② 中長期的な事業運営方針及び収支計画が、継続的かつ実現可能な内容とな 

っているか（利用者確保、工賃向上、自主事業等による安定運営を含む。） 

③ 災害、感染症、事故等への対応を含むリスク管理及び事業継続体制が整備

されているか（ＢＣＰ、緊急時対応、安全管理等を含む。） 

６ 提案価格 

（１０点） 

提案価格については、町が所有する財産の将来的な管理負担等を考慮し、譲渡

を優先する観点から、次により評価する。 

なお、最低提案価格を下回る提案は失格とする。 

・ 譲渡希望     １０点 

・ 貸付後譲渡希望   ８点 

・ 貸付希望      ６点 
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（３）審査（プレゼンテーション等）  
 

① 応募事業者が多数となった場合は、提出書類による書類審査を実施し、ヒアリング審査対 

象事業者を選定することがあります。 

  ② ヒアリング審査対象事業者に対しては、提案内容に関するプレゼンテーション及びヒアリ 

ングを次のとおり実施します。 
 

 

（４）選定結果の通知及び公表  
 

① 書類審査を実施した場合は、その結果を全応募事業者に文書で通知します。 

② ヒアリング審査終了後、選定結果を提案書類提出者全員に対し文書で通知します。   

③ 譲渡（又は貸付）先候補者として選定された事業者名及び選定結果の概要については、町ホ 

ームページ等において公表します。 

④ 審査の公平性及び公正性を確保するため、審査内容、採点結果、順位、各委員の評価内容そ 

の他審査に関する事項についての問合せ及び異議申立てには応じないものとします。 
 

（５）その他留意事項  

応募事業者は、本件募集に関し、選定委員会委員及び町職員その他関係者に対して、自己を有 

利に、又は他の応募事業者を不利にすることを目的とした働きかけ、接触又は便宜供与等の行 

為を行ってはならないものとします。 

 応募事業者が前項の規定に違反した場合は、失格とします。 

また、応募事業者は、審査結果に影響を与えるおそれのある行為その他選定の公平性及び公 

正性を損なう行為を行ってはならないものとし、当該行為が認められた場合についても失格と 

します。 

 

 

 

 

 

 

 

ア 日 時 

令和８年１０月下旬～１１月上旬 

※ 時間等の詳細については、参加申込終了後に別途通知します。 

※ 指定した日時の変更は、原則として認めません。ただし、やむを得な 

い事情がある場合は、この限りではありません。 

※ 指定した日時に出席しなかった場合は、失格とします 

イ 場 所 
七飯町役場２０１会議室 

※ 開催場所が変更になる場合があります。 

③ その他 

・ 会場の都合上、１事業者につき２名以内の参加とします。 

・ 持ち時間はプレゼンテーション（２０分程度）と、質疑応答（２０分程 

度）を含め、４０分程度とします。 

・ 書類審査を実施した場合は、書類審査を通過した事業者を対象として 

実施します。 
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１６．契約締結に関する事項  
 

譲渡又は貸付の実施に当たっては、令和８年１２月第４回七飯町議会定例会に必要な議案を 

提出する予定です。 

なお、議会の議決が得られなかった場合であっても、本件公募への参加に要した費用その他 

一切の費用について、町は補償しません。 
 

（１）契約の締結  

 町は、選定した譲渡先事業者と契約内容について協議を行い、協議が整った場合は、次の仮契 

約を締結します。 

・ 譲渡の場合 公有財産譲渡仮契約書 

・ 貸付の場合 公有財産賃貸借及び使用貸借仮契約書 

 仮契約は、本件に必要な議会の議決をもって本契約として効力を生ずるものとします。 
  

（２）事務・業務の引継ぎ  

 町及び譲渡先事業者は、令和９年４月１日からの円滑な事業運営開始に向けて必要な協議及 

び引継ぎを行うものとします。 
  

（３）契約保証金【譲渡の場合】  
 

① 契約保証金 

譲渡先事業者は、契約締結時までに契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を納付し 

   なければなりません。ただし、契約者が保険会社との間に町を被保険者とする履行保証保険 

証券を提出したときは、契約保証金の全部又は一部を免除する場合があります。 
 

② 還付 

契約保証金は、契約上の義務の履行完了を町が確認した後に還付します。 

また、契約者の責に帰することができない事由により契約が解除された場合その他町長が 

特に必要と認める場合は、七飯町財務会計規則の規定に基づき還付します。 
 

③ 不還付 

契約者の責に帰すべき事由により契約を解除した場合又は契約上の義務を履行しない場合 

は、契約保証金を還付しません。 
  

（４）所有権移転【譲渡の場合】  

譲渡物件の所有権は、譲渡代金の完納を確認した上で、令和９年４月１日（予定）に移転する 

ものとします。 

     所有権移転の不動産登記は、町が登記の嘱託を行います。 

所有権移転登記に要する登録免許税その他登記に要する費用は、原則として譲受事業者の負 

担とします。 

なお、登録免許税については、関係法令に基づき非課税等の措置が適用される場合がありま 

す。適用の可否については、譲受事業者において関係機関へ確認の上、必要な手続を行ってくだ 

さい。 
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（５）留意事項 
 
  ① 譲渡・賃貸借共通 
 

【契約不適合責任】 

譲渡又は貸付の対象となる土地、建物、附帯設備、備品及びその他の工作物等については、 

現状有姿により引き渡すものとし、町は契約不適合責任を負わないものとします。 
 
【危険負担】 

契約締結後、引渡し前に天災地変その他町の責に帰することができない事由により対象物 

件が滅失又は毀損した場合であっても、譲渡代金又は貸付料の減額その他補償を請求するこ 

とはできません。 

【法令等の遵守】 

譲渡又は貸付後の施設利用及び事業運営については、譲受事業者又は賃借人の責任におい 

て、関係法令、条例及び行政上の指導等を遵守するとともに、必要な許認可の取得及び届出等 

を行うものとします。 
 

② 譲渡の場合 
 

【指定用途】 

譲受人は、譲渡を受けた土地及び建物を、障害福祉サービスを提供する施設として使用する

ものとし、都市計画法その他関係法令に適合する範囲で使用するものとします。 

また、契約締結の日から２年を超えない範囲で町が指定する期日までに当該用途に供し、指

定期日から５年間は、当該用途に供するものとします。 

なお、指定用途、指定期日及び指定期間については、売買契約書において定めるものとしま

す。 

【第三者への譲渡等の禁止】 

譲受人は、上記の指定期間中、町の承諾なく、当該土地・建物を第三者へ譲渡し、交換し、 

貸し付け、又は担保に供してはならないものとします。 

ただし、町が事業計画の履行及び指定用途の継続に支障がないと認めた場合は、この限り 

ではありません。 

【用途指定違反等】 

譲受人が指定期日までに指定用途に供しない場合、指定期間内に指定用途を廃止した場合 

その他売買契約書に定める用途指定等の条件に違反した場合は、売買契約書の定めに基づき、 

契約の解除その他必要な措置を講じることがあります。 
 

【境界復元等】 

境界復元、測量その他これらに必要な手続及び費用は譲受人の負担とします。 
 

【投資等】 

修繕、改修、更新その他事業運営に必要な投資は譲受人の責任及び負担において実施する 

ものとします。 

【設備・備品等の取扱い】 

引渡し時点において施設が保有する備品及び消耗品等については、無償譲渡するものとし 

ます。 

譲渡後における当該備品等の維持管理、修繕、更新その他必要な対応については、譲受事業 

者の責任及び負担において実施するものとします。 
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③ 賃貸借の場合 
 

【使用用途】 

賃借人は、貸付を受けた土地及び建物を、障害福祉サービスを提供する施設として使用す 

るものとし、都市計画法その他関係法令に適合する範囲で使用するものとします。 

また、貸付期間中は、貸付けの目的以外の目的に使用してはならないものとします。 

【第三者への転貸借等の禁止】 

賃借人は、町の承諾なく施設を第三者に転貸し、又は使用させてはなりません。 
 
【修繕・改修等】 

施設の修繕、改修、更新等を行う場合は、事前に町と協議するものとします。 

また、貸付期間中における建物、附帯設備及び備品等の維持管理、修繕、更新その他必要な 

対応については、賃借人の責任及び負担において実施するものとします。 

ただし、建物の構造躯体、主要な設備等に係る大規模な修繕その他多額の費用を要する修 

繕については、町と賃借人が協議の上、その負担及び実施方法を決定するものとします。 

引渡し時点において施設が保有する備品及び消耗品等については、無償貸付するものとし、 

貸付期間中における当該備品等の日常的な維持管理、修繕、更新その他必要な対応について 

は、賃借人の責任及び負担において実施するものとします。 

   【リスク分担】 

施設、附帯設備及び備品等の損傷、事故その他のリスク分担については、上記の取扱いを踏 

まえ、別途締結する賃貸借契約書において定めるものとします。 

 

（６）その他  

本募集要項に定めのない事項については、地方自治法、七飯町財務会計規則その他関係法令 

等の定めるところにより処理するものとします。 

 

１７．問合せ及び提出先 
 

住 所 ：  〒０４１－１１９２ 亀田郡七飯町本町６丁目１番１号 

担 当 ： 七飯町役場福祉課地域福祉係 

電 話 ： ６５－２５１４       E-mail： 331-chiiki-f@town.nanae.hokkaido.jp 


